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地域型保育事業の位置づけ 

 

 

地域型保育事業の認可基準について 

（１）概要 

○ 地域型保育事業では、保育需要の増大に機動的に対応できるよう、客観的な認可基準に適合するこ

とを求め、 

①社会福祉法人・学校法人以外の者に対しては、経済的基礎、社会的信望、社会福祉事業の知識経験

に関する要件を満たすことを求める 

②その上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、区が認可する

ものとすることとしている（保育所に関する認可制度と同様）。 

○ 地域型保育事業の認可基準は、国が定める基準を踏まえ、区が条例として策定する必要がある。 

○ 国が定める基準については、 

ア「職員の資格、員数」、「乳幼児の適切な処遇の確保、安全の確保、秘密の保持並びに児童の健全

な発達に密接に関連するもの」については、「従うべき基準」とする。 

イそれ以外の事項については、「参酌すべき基準」とする。 

特に、「保育室及びその面積（面積基準）」については、地域の実情に応じて、公的スペース等の

活用を図るため、保育所等とは異なり「参酌すべき基準」としている。 

○ 地域型保育事業については、現行の類似の事業や地域の実情を踏まえつつ、それぞれの特性に応じ

た基準を新たに設定することが必要であり、地域型保育事業の実態調査等を踏まえ、検討を進める。 

※基準の設定に当たっては、特に、既存施設・事業等からの移行に当たって、経過措置の検討を併せて行うことが必要。 

※国が定める基準については、施行５年後を目途に行う制度見直しの際、経過措置の取扱い等を含めて見直しを検討。   

 

参考資料８ 



 

＜対応方針（案）＞ 
 

家庭的保育事業 
小規模保育事業 

事業所内保育事業 居宅訪問型 
Ａ型 Ｂ型 Ｃ型 

職

員

数 

０～２歳児３：１ 

家庭的保育補助者を置

く場合５：２ 

０歳児３：１ 

１・２歳児６：１ 

＋１名 

０歳児３：１ 

１・２歳児６：１ 

＋１名 

０～２歳児３：１ 

（補助者を置く

場合、５：２） 

定員２０名以上 

保育所と同様 

定員１９名以下 

小規模保育（Ａ型、

Ｂ型）と同様） 

０～２歳児１：１ 

保

育

従

事

者 

家庭的保育者 

（＋家庭的保育補助者） 
＊市町村長が行う研修※１

を修了した保育士、保育士

と同等以上の知識及び経

験を有すると市町村長が認

める者 

保育士※２ 保育士※２ 

１／２以上 
（保育士以外には必

要な研修※１を実

施） 

家庭的保育者

（＋家庭的保育

補助者） 

定員２０名以上 

保育所と同様 

 

定員１９名以下 

小規模保育（Ａ型、

Ｂ型）と同様 

必要な研修※１を修

了し、保育士、保育

士と同等以上の知

識及び経験を有す

ると市町村長が認

める者 

設

備 

・ 

面 

積 

保育を行う専用居室 ０・１歳児 

乳児室又はほ

ふく室 

２歳児保育室 

０・１歳児 

乳児室又はほ

ふく室 

２歳児保育室 

０・１歳児 

乳児室又はほ

ふく室 

２歳児保育室 

０・１歳児 

乳児室又はほふく室 

２歳児保育室 
－ 

１人3.3㎡ 
（部屋自体は9.9㎡が必要） 

乳児室／ほふく

室１人3.3㎡ 

保育室１人1.98

㎡ 

乳児室／ほふく

室１人3.3㎡ 

保育室１人1.98

㎡ 

乳児室／ほふく

室／保育室 

１人3.3㎡ 

定員２０名以上 

保育所と同様 

定員１９名以下 

小規模保育（Ａ型、

Ｂ型）と同様 

－ 

同一敷地内に遊戯等に

適当な広さの庭 
※付近の代替地可 

屋外遊戯場 
※付近の代替地可 

屋外遊戯場 
※付近の代替地可 

屋外遊戯場 
※付近の代替地可 

屋外遊戯場 
※付近の代替地可 

 

1人3.3㎡ 

（２歳児） 

1 人 3.3 ㎡ 

（２歳児） 

1 人 3.3 ㎡ 

（２歳児） 

1 人 3.3 ㎡ 

（２歳児） 

1 人 3.3 ㎡ 

（２歳児） － 

 

 

 

 

 

設

備 

・ 

職 

員 

自園調理※３ 自園調理※３ 自園調理※３ 自園調理※３ 自園調理※３ 
－ 

調理設備 調理設備 調理設備 調理設備 定員２０名以上 

調理室 

定員１９名以下 

調理設備 

－ 

調理員 
保育を行う子どもが３人以

下の場合、家庭的保育補

助者で対応可 
※連携施設等からの搬入を行

う場合不要 

調理員 
※連携施設等から

の搬入を行う場合

不要 

調理員 
※連携施設等から

の搬入を行う場合

不要 

調理員 
※連携施設等から

の搬入を行う場合

不要 

調理員 
※連携施設等からの搬入を

行う場合不要 

－ 

耐

火 

基

準 

等 

基本的には上乗せ 

規制なし 
※更に検討 

上乗せ規制あり 
※更に検討※4 

上乗せ規制あり 
※更に検討※4 

上乗せ規制あり 
※更に検討※4 

小規模保育事業を 

踏まえ、検討 

－ 

連

携

施

設 

連携施設の設定が必要
※５、６ 

連携施設の設

定が必要※５、６ 

連携施設の設

定が必要※５、６ 

連携施設の設

定が必要※５、６ 

連携施設の設定が必

要※５、６ 

連携施設の設定は

一律には求めない
※７ 

嘱 

託 

医 

嘱託医※８ 嘱託医※８ 嘱託医※８ 嘱託医※８ 嘱託医※８ 

－ 

 

【注 １】 小規模保育事業の類型について 
 小規模保育事業は、定員規模６人以上19人以下、０～２歳児までの事業である。 

保育所分園やグループ型の小規模な事業であり、規模に応じた３類型（Ａ型、Ｂ型、Ｃ型）に分けて、基準検討が

されている。 

Ａ型 … 保育所分園（本体となる保育所とは離れてはいるものの一体的に運営される小規模の保育施設）に近い 

類型 

Ｂ型 … Ａ型とＣ型の中間的な類型（小規模な保育所で、単独で運営する形態のもの） 

Ｃ型 … 家庭的保育のグループ型小規模保育（複数の家庭的保育者がグループとなり、借り上げた建物等で保育す

る形態）に近い類型 

類 型 A型（分園型） Ｂ型（中間型） Ｃ型（ｸﾞﾙｰﾌﾟ型）

対象年齢 ０～２歳児

定員規模 規模・大 規模・小６人以上 19人以下

 
 
【注 ２】 事業所内保育所の地域枠定員の設定の考え方 

定員の増加に伴って、自動的に地域枠の定員も増加させるのではなく、例えば、以下の表のような、概ね10名ずつ

の定員区分を設け、各区分ごとに地域枠の定員を概ね１／４～１／３程度となるよう固定化し、利用定員の柔軟な変

動をしやすくした上で、国として考える基準を示し、これを踏まえ、区が実情に応じて決定する。（例えば、下記定

員区分６～10名の地域枠について１名又は２名にするなど） 

<定員設定例> 

定 員 区 分 地 域 枠 の 定 員 目 安 

１名～10名 

１名～５名 １名 

家庭的保育事業×１ヶ所程度 ６名・７名 ２名 

８名～10 名 ３名 

11 名～20 名 
11 名～15 名 ４名 

家庭的保育事業（補助者付き）×１ヶ所程度 
16 名～20 名 ５名 

21 名～30 名 
21 名～25 名 ６名 

小規模保育事業（下限）１ヶ所＋１名程度 
26 名～30 名 ７名 

 

【注 ３】 連携施設について 
地域型保育事業の特徴（２歳児までの事業、小集団での保育）から、新制度における認可基準として、保育の内容

の支援及び、卒業後の受け皿の役割を担う「連携施設」を設定することが求められている。 

「連携施設」は、①認定こども園、②認可保育所、③幼稚園である。 

 

（表中の注記） 

※１ 研修内容、実施体制については、現行の家庭的保育事業における研修等を踏まえ、今後、それぞれ検討 

※２ ０～２歳児４名以上受け入れる場合、保健師又は看護師を１人に限って保育士としてカウント可 

※３ 現在自園調理を行っていない事業から移行する場合は、第１期の市町村事業計画の終期である平成31年度末ま

での間に体制を整える前提で、経過措置あり。また、連携施設等からの搬入可（社会福祉施設、病院を含む） 

※４ 保育所に準じた上乗せ規制（保育室等を２階以上に設置する場合は耐火・準火建築物） 

（注）追加的事項 ①消火器等の消火器具②非常警報器具③保育室等を２階以上に設置する場合、手すり等の乳幼児の

転落事故防止設備 

※５ 更なる環境整備が必要と市町村が判断した場合、第１期の市町村事業計画の終期（平成31年度末）までの間、

一定の措置を講じた上で、連携施設の設定を求めないことができる（経過措置） 

※６ 離島、へき地においては、設定を求めないことができる（特例措置） 

※７ 障害や疾病のある子どもの個別ケアを行う場合には、それに関するバックアップ等の形で、必ず設定を求めて

いくことを基本とする。 

※８ 連携施設と同一の嘱託医に委嘱することも可能 

【
給

食
】

地域枠定員の設定 【注 ２】 

【注 １】 

【注 ３】 


